
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

釧路市の財務書類【概要版】 

一般会計等財務書類（令和元年度） 

統一的な基準による 
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  平成 18 年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」を契機に、総務省から新地方公会計制度の指針が示され、現金の収支に着目した従

来の現金主義会計に基づく予算決算制度を補完するものとして、現金収支以外の事実にも着

目した発生主義会計に基づく「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資

金収支計算書」の財務書類の作成が求められました。 

この指針で「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の２つの方式が示され、釧路市で

は、平成 20年度決算から総務省方式改訂モデルにより財務書類を作成してきました。 

こうした地方公会計の整備（財務書類の作成）は全国的にも進められておりますが、複数

の基準があることで、市町村同士を比較することが難しいなどの課題もあったことから、平

成 26年度に総務省から「統一的な基準」が示され、全国の市町村等は平成 29年度までにこ

の基準に沿った財務書類の作成が必要となりました。 

釧路市では、平成 29年度（平成 28年度決算）から統一的な基準に基づく財務書類を作成

しています。 

 

 

 

財務書類は次の４表のほか、財務書類に関連する事項に係る注記と附属明細書により構成さ

れています。 

 ＜貸借対照表（ＢＳ）＞ 

   年度末時点での資産や負債などの残高（ストック情報）を表しています。 

   この表は、資産をどのような財源（負債と純資産）で賄ったかを示しており、負債は将

来世代の負担を、純資産は現在までの世代の負担を表しています。 

貸借対照表は資産と負債・純資産の合計額が同額になることから、バランスシートとも

呼ばれています。 

 ＜行政コスト計算書（ＰＬ）＞ 

   行政コスト計算書とは、１年間の行政運営に伴う費用と、その財源としての収入（税収、

国・道支出金等を除く）の金額を示した一覧表で、市の収支の状況を明らかにしています。 

民間企業における損益計算書にあたります。 

 ＜純資産変動計算書（ＮＷ）＞ 

   貸借対照表の「純資産」に計上されている数値が、１年間でどのように変動したかを表

している計算書で、行政運営のためのコストがどの程度、税収、国・道支出金等で賄われ

たかを明らかにしています。 

   また、純資産の内部変動の状況を見ることで、資産の増減状況も知ることができます。 

 ＜資金収支計算書（ＣＦ）＞ 

   １年間の歳入・歳出の状況を、①業務活動収支、②投資活動収支、③財務活動収支に区

分した資金の増減により表したもので、これにより、どのような要因で現金（キャッシュ）

が増減したのかを明らかにしています。 

Ⅱ 財務書類とは 

Ⅰ 地方公会計の整備 
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年度末時点の情報を示す貸借対照表と、年度内の動きを示す行政コスト計算書、純資産変

動計算書、資金収支計算書は、それぞれが相互に関連しています。 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計等と一致しない場合があります。 

 ・貸借対照表の現金預金は、資金収支計算書の本年度末現金預金残高と一致します。 

 ・貸借対照表の純資産は、純資産変動計算書の本年度末純資産残高と一致します。 

 ・行政コスト計算書の純行政コストは、純資産変動計算書の純行政コストと一致します。 

 資産  負債  資産  負債

千円 千円 千円 千円

うち現金預金 うち現金預金

千円 千円

 純資産  純資産

千円 千円

 ①経常費用 千円

 ②経常収益 千円

 ③臨時損失 千円

 ④臨時利益 千円

 ⑤純行政コスト（②-①+④-③）

千円

 ①本年度純資産変動額 千円

うち純行政コスト 千円

千円

 ②前年度末純資産残高 千円

 ③本年度末純資産残高（①+②）

千円

 本年度資金収支額

千円

 前年度末資金残高 千円

 前年度末歳計外現金残高 千円

 本年度歳計外現金増減額 千円

 本年度末歳計外現金残高 千円

 本年度末現金預金残高

千円

81,169,223

236,619,752 134,326,130 232,050,178 128,781,627

1,254,319 649,507

102,293,622 103,268,551

行政コスト計算書（発生主義による動き）

103,268,551

4,882,942

296,436

104,652

△ 76,478,065

純資産変動計算書（発生主義による動き）

974,929

△ 76,478,065

うち税収等及び国・道支出金 76,898,767

102,293,622

649,507

資金収支計算書（現金主義による動き）

△ 585,326

665,464

588,855

△ 19,486

569,369

平成30年度期末貸借対照表 令和元年度期末貸借対照表

令和元年度中の動き

Ⅲ 財務書類の全体像 
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※各財務書類の記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計等と一致しない場合があります。 

 

【貸借対照表（ＢＳ）】 

 

 

 

科 目 説 明 

固定資産 

将来の世代に引き継ぐ公共施設等の固定資産や、出資金などの投資

その他の資産の合計です。なお、有形固定資産（物品を除く）は、

事業用資産（庁舎や学校など）とインフラ資産（公園や道路など）

に分けられます。 

流動資産 

資金（年度末に保有している現金及び基金以外の預金）や税等の未

収金、貸付金、財政調整基金など将来現金化することが可能な財産

です。 

固定負債 
地方債の残高（流動負債計上分を除く）や退職手当引当金など、将

来の世代の負担となるものです。 

流動負債 
１年以内に返済する予定の地方債やその他賞与引当金、預り金など

です。 

純資産 
これまでの世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財産で

す。 

 

単位：千円

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産 　固定負債

有形固定資産 地方債

減価償却累計額 長期未払金

無形固定資産 退職手当引当金

投資その他の資産 その他

　流動資産 　流動負債

現金預金

未収金 未払金

短期貸付金 賞与等引当金

基金 預り金

徴収不能引当金 その他

科　目 金　額 科　目 金　額

223,866,863 114,783,491

443,493,208 103,978,613

△ 236,342,822 193,810

369,909 10,337,547

16,346,568 273,521

8,183,315 13,998,136

649,507 １年内償還予定地方債 12,346,352

52,802 855,409

△ 37,052 148,175

275,717 78,831

7,242,341 569,369

負債合計 128,781,627

純資産合計 103,268,551

資産合計 232,050,178 負債及び純資産合計 232,050,178

Ⅳ 令和元年度一般会計等財務書類の概要 
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【行政コスト計算書（ＰＬ）】 

 

 

 

 

科 目 説 明 

人件費 

職員給与や議員報酬、退職手当引当金（全職員が年度末に普通退職

したと仮定した場合の支給見込額）に新たに繰り入れた額などを表

しています。 

物件費等 
消耗品の購入や施設等の維持補修費、施設の経年劣化等に伴う減少

額（減価償却費）、委託料などの費用を表しています。 

その他の業務費用 地方債返済の利子などを表しています。 

移転費用 
市民や各団体等への補助金や児童手当、生活保護などの社会保障関

係給付、及び特別会計への繰出金などを表しています。 

経常収益 
市民の皆さまにご負担いただく、市の施設の使用料や各種証明書発

行手数料など、サービスの提供に対する収入等を表しています。 

臨時損失 
災害復旧事業費や資産の除売却損など、臨時に発生する費用を表し

ています。 

臨時利益 資産の売却益など、臨時に発生する利益を表しています。 

 

 

 

単位：千円

　経常費用

　　業務費用

　人件費

　物件費等

　その他の業務費用

　　移転費用

　経常収益

　　使用料及び手数料

　　その他

　臨時損失

　臨時利益

科　目

81,169,223

36,310,687

金　額

12,615,939

22,002,012

1,692,736

44,858,536

4,882,942

2,913,106

純経常行政コスト △ 76,286,281

104,652

1,969,836

296,436

純行政コスト △ 76,478,065

１年間の行政サービスに要したコス

ト（経常費用）と、公共施設の使用

料等（経常収益）の差額です。 

 

純経常行政コストに臨時損失と臨

時利益の差額を加えたものが「純行

政コスト」です。 

この不足部分約 765 億円について

は、市税や地方交付税、国・道支出

金などで賄っています。 



- 5 - 

 

 

 

 

【純資産変動計算書（ＮＷ）】 

 

 

 

 

 

科 目 説 明 

純行政コスト（△） 
行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対するコス

トの財源不足分を表しています。 

財源 
市税、地方交付税などの税収等や国・道支出金など行政コスト計算

書に計上されない財源を表しています。 

資産評価差額 
固定資産や有価証券等の当該年度における評価益と評価損との差

額を表しています。 

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：千円

前年度末純資産残高

　純行政コスト（△）

　財源

　　税収等

　　国・道補助金

　本年度差額

　資産評価差額

　無償所管換等

　その他

　本年度純資産変動額

科　目 金　額

102,293,622

△ 76,478,065

76,898,767

52,271,288

24,627,479

420,702

0

554,227

0

974,929

本年度末純資産残高 103,268,551

行政サービスに対するコストの財源

不足分を、市税や地方交付税、国・

道支出金などで全て賄ったことを示

しています。 
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【資金収支計算書（ＣＦ）】 

 

 

科 目 説 明 

業務活動収支 市税や使用料及び手数料収入、施設の光熱水費等の物件費や人件費

支出など、行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入・支出され

るものです。 

 臨時支出 災害復旧事業費など、臨時に発生する支出です。 

臨時収入 災害復旧事業に対する国庫負担金などの収入です。 

投資活動収支 学校・道路・公園などの資産形成や投資・貸付金等に係る収入・支

出などです。 

財務活動収支 地方債・借入金などの借入（収入）や返済（支出）などです。 

単位：千円

【業務活動収支】

　業務支出

　業務収入

　臨時支出

　臨時収入

【投資活動収支】

　投資活動支出

　投資活動収入

【財務活動収支】

　財務活動支出

　財務活動収入

本年度資金収支額

前年度末資金残高

業務活動収支 8,403,030

科　目 金　額

72,604,357

81,009,349

18,015

16,053

665,464

8,394,354

5,054,804

投資活動収支 △ 3,339,550

13,236,175

7,587,369

財務活動収支 △ 5,648,806

△ 585,326

本年度末歳計外現金残高 569,369

本年度末現金預金残高 649,507

本年度末資金残高 80,138

前年度末歳計外現金残高 588,855

本年度歳計外現金増減額 △ 19,486

ここには、台風や豪雨等の災害によ

り被災した施設の復旧経費等が含ま

れています。 

業務活動収支、投資活動収支、財務

活動収支を合わせた本年度の資金収

支額は約６億円のマイナスとなりま

した。 
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項 目 数値等 説 明 

資
産
形
成
度 

市民１人あたり資産額 1,393千円 
市民１人あたりの公共資産がどのくらい

あるかを表します。 

歳入額対資産比率 2.5 年 
これまでに形成した資産の残高が、歳入の

何年分に相当するかを表します。 

有形固定資産減価償却率 

（資産老朽化比率） 
62.29％ 

固定資産の耐用年数に対し、どのくらい期

間が経過しているのかを表します。 

世
代
間
公
平
性 

純資産比率 44.50％ 
公共資産全体に対し、これまでの世代が負

担してきた割合を表します。 

社会資本等形成の世代間負

担比率 
56.15％ 

公共資産全体に対し、将来の世代が負担す

べき割合を表します。 

持
続
可
能
性 

市民１人あたり負債額 773千円 
市民１人あたり、どのくらいの債務がある

かを表します。 

基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 
56.0億円 

地方債の返済額及び支払利息を除いた支

出と、地方債の発行額を除いた収入のバラ

ンスを見る指標です。行政に係る経費を、

地方債の返済と借入を除いてどれだけ賄

えているかを表します。 

効
率
性 

市民１人あたり純経常行政

コスト 
458千円 

市民１人あたりの行政コストや各費用が

どれくらいあるかを表します。 

市民１人あたり人件費 76千円 

市民１人あたり物件費 132千円 

市民１人あたり移転費用 269千円 

弾
力
性 

行政コスト対税収等比率 99.20％ 

税収等の一般財源が、どのくらい行政コス

ト（経常的な業務）に消費されたのかを表

します。 

自
律
性 

受益者負担の割合 6.02％ 

行政サービスの提供による費用に対する

受益者の使用料・手数料等の負担割合を表

しています。 

※市民１人あたりの数値は、令和２年３月 31日時点の住民基本台帳人口 166,573 人を用いて算出してい

ます。 

Ⅴ 令和元年度一般会計等財務書類の分析 


